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I  はじめに 
本委員会は、立川市の新たなごみ焼却処理施設（以下「新清掃工場」という。）につい

て、環境負荷が少なく、安全で効率性の高い施設であって、かつ、防災機能を備えた施

設としての基本仕様や新清掃工場について実施すべき生活環境影響調査の調査項目等に

関し、必要な事項を検討するために、立川市が設置したものである。 

本委員会は、次の 5 点について検討を行い、その結果を市長に報告することが目的と

して設置された。 

 

 新清掃工場整備基本計画に関すること。 

 新清掃工場の基本仕様（施設規模、公害防止条件、処理方式、煙突の高さ、 

発電効率、防災拠点等）に関すること。 

 新清掃工場について実施すべき生活環境影響調査に関すること。 

 新清掃工場の事業方式、発注方法等に関すること 

 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項に関すること。 

 

本委員会では、立川市から提示された資料に基づき上記の 5 点について協議・検討し

てきた。本報告書は平成 28（2016）年 5 月に開催された第 1 回の委員会以降、計 8 回の

委員会の中で検討を行ってきた内容をまとめたものである。 

なお、立川市では、本委員会の検討を踏まえ、生活環境影響調査の調査・予測項目を

決定するとともに、平成 28（2016）年 12 月に新清掃工場の基本仕様、事業方式、発注

方法等に関することをまとめた「立川市新清掃工場整備基本計画（素案）」を策定したと

ころである。 
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II  新清掃工場整備基本計画検討委員会 
１． 委員名簿 

 

学
識
経
験
者 

荒井 康裕 

【委員長】 

首都大学東京大学院 都市環境科学研究科 

都市基盤環境学域 准教授 

市古 太郎 

【副委員長】 

首都大学東京大学院 都市環境科学研究科 

都市システム科学域 准教授 

専
門
家 

荒井 喜久雄 公益社団法人 全国都市清掃会議 技術指導部長 

谷川 哲男 公益財団法人 東京都環境公社 環境技術部長 

関
係
団
体
等 

佐藤 良子 立川基地跡地利用施設検討委員会 会長 

岡本 隆行 立川基地跡地利用施設検討委員会 副会長 

小松 清廣 立川商工会議所 専務理事 

佐藤 篤史 立川市商店街振興組合連合会 副理事長 

守重 芳樹 立川市自治会連合会 副会長 

溝渕 浩一 立川市ごみ減量・リサイクル推進委員会 委員長 

公
募
市
民 

原口 智章 公募市民委員 

森  達實 公募市民委員 

和田 ちひろ 公募市民委員 

行
政 

渡辺 晶彦 立川市 市民生活部長 

野澤 英一 立川市 環境下水道部ごみ減量化担当部長 
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２． 新清掃工場整備基本計画検討委員会の実施状況 

 開催日時 議題等 

第 1回 平成 28年 

5 月 10日 

【報告事項】 

（１）これまでの経緯及び新清掃工場の基本的な考え方について 

（２）新清掃工場の整備スケジュールについて 

【協議事項】 

（１）委員会の進め方及び今後のスケジュールについて 

（２）検討対象とするごみ処理システムについて 

【配布資料】 

資料-1 新清掃工場整備基本計画検討委員会委員名簿 

資料-2 立川市新清掃工場整備基本計画検討委員会設置要綱 

資料-3 新立川市清掃工場（仮称）の基本的な考え方（平成27年12月 立川市） 

資料-4 新清掃工場の設置予定地 

資料-5 新清掃工場の整備スケジュール（案） 

資料-6 委員会の進め方及び今後のスケジュール（案） 

資料-7 検討対象とするごみ処理システム 

第 2回 平成 28年 

6 月 7 日 

【議題】 

（１）第 1回検討委員会議事録の確認 

（２）新清掃工場整備基本計画の位置づけについて 

（３）生活環境影響調査の調査・予測項目について 

（４）新清掃工場整備基本計画の構成と委員会での検討事項について 

（５）検討対象とするごみ処理方式について 

【次回委員会の議題】 

（１）施設規模について 

（２）環境保全対策（公害防止基準）について 

【配布資料】 

資料-1 第1回 新清掃工場整備基本計画検討委員会 議事要旨 

資料-2 新清掃工場整備基本計画の位置づけ 

資料-3 生活環境影響調査の調査・予測項目 

資料-4 新清掃工場整備基本計画の構成と委員会での検討事項 

資料-5 検討対象とするごみ処理方式の整理 

資料-6 施設規模 

資料-7 環境保全対策（公害防止基準） 

参考資料-1 施設検討委員会ニュース 第1号～第18号 
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 開催日時 議題等 

第 3回 平成 28年 

7 月 12日 

【議題】 

（１）第 2回検討委員会議事要旨（案）の確認 

（２）施設規模について【2/2】 

（３）環境保全対策（公害防止基準）について【2/2】 

（４）ごみ処理方式（ごみ処理方式選定のための評価項目等）について【3/4】 

（５）煙突高さについて【1/2】 

【配布資料】 

資料-1 第2回 新清掃工場整備基本計画検討委員会 議事要旨（案） 

資料-2 施設規模 

資料-3 環境保全対策（公害防止基準） 

資料-4 ごみ処理方式（ごみ処理方式選定のための評価項目等）  

資料-5 煙突高さ 

第 4回 平成 28年 

7 月 28日 
ふじみ衛生組合（クリーンプラザふじみ） 先進施設の施設見学 

第 5回 平成 28年 

9 月 28日 

【議題】 

（１）第 3回 新清掃工場整備基本計画検討委員会 議事要旨（案）の確認 

（２）第 4回 新清掃工場整備基本計画検討委員会（施設見学）概要について 

（３）煙突高さについて【2/2】 

（４）防災機能について【1/2】 

（５）環境学習機能について【1/2】 

（６）事業方式について【1/2】 

【配布資料】 

資料-1 第3回 新清掃工場整備基本計画検討委員会 議事要旨（案） 

資料-2 第4回 新清掃工場整備基本計画検討委員会（施設見学）概要 

資料-3 煙突高さ 

資料-4 防災機能 

資料-5 環境学習機能 

資料-6 事業方式 
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 開催日時 議題等 

第 6回 平成 28年 

10月 26日 

【議題】 

（１）第 5回 新清掃工場整備基本計画検討委員会 議事要旨（案）の確認 

（２）防災機能について【2/2】 

（３）環境学習機能について【2/2】 

（４）事業方式について【2/2】 

（５）ごみ処理方式（ごみ処理方式の選定）について【4/4】 

【配布資料】 

資料-1 第5回 新清掃工場整備基本計画検討委員会 議事要旨（案） 

資料-2 防災機能 

資料-3 環境学習機能 

資料-4 事業方式 

資料-5 ごみ処理方式（ごみ処理方式の選定） 

第 7回 平成 28年 

11月 24日 

【議題】 

（１）第 6回 新清掃工場整備基本計画検討委員会 議事要旨（案）の確認 

（２）立川市新清掃工場整備基本計画（素案）について 

【配布資料】 

資料-1 第6回 新清掃工場整備基本計画検討委員会 議事要旨（案） 

資料-2 立川市新清掃工場整備基本計画（素案） 

第 8回 平成 29年 

2 月 22日 

【議題】 

（１）第 7回 新清掃工場整備基本計画検討委員会 議事要旨（案）の確認 

（２）立川市新清掃工場整備基本計画（原案）について 

（３）新清掃工場整備基本計画検討委員会報告書（案）について 

【配布資料】 

資料-1 第7回 新清掃工場整備基本計画検討委員会 議事要旨（案） 

資料-2 立川市新清掃工場整備基本計画（原案） 

資料-3 新清掃工場整備基本計画検討委員会報告書（案） 
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３． 新清掃工場整備基本計画検討委員会における検討内容 

（１） 施設規模＜第２回・第３回委員会＞ 

 

 

立川市は、立川市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（平成 27（2015）年策定）の中

で平成 19（2007）年度を基準年度として平成 36（2024）年度までに燃やせるごみの量

を 50％削減する目標を掲げている。この推計に加え、災害廃棄物及び広域支援の受入

れ分を見込んだ、新清掃工場の施設規模算出のための計画年間処理量を検討した。 

施設規模算出に当たっては、推定した計画年間処理量を基に、安定稼働に必要な補修

期間等を考慮した。 

ただし、今後もごみ量の実績の把握や災害廃棄物及び広域支援の受入れ分の推計値の

妥当性を検証することで、必要に応じて見直しを行うことが妥当とした。 

※詳細は、「資料編 検討資料-１ 施設規模」参照。 

 

【新清掃工場整備基本計画検討委員会における主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設規模は、災害廃棄物及び広域支援の受入れ分を含めて 130 t/日と設定する。 

 

我々は、ごみ減量・リサイクル推進委員会として、ごみを減らしていく、ごみ量をゼロにすること

を目標にしている。そうすると、燃やすごみがないのに清掃工場が必要なのか。また、ごみが少な

くなれば施設規模も小さくなり、発電設備も大きなものは必要なくなる。どこに重きを置くのかが重

要であると思う。 

今は施設整備基本計画の段階であり、これから先、最終的な施設規模の変更はまだ可能で

ある。そのような点から話をしたいが、施設が稼働する予定の平成 34 年度がごみ量のピークとな

っており、それから先は少しずつ減っていく。清掃工場というのは、車のように 0ｋｍ～140ｋｍまで

走れるというような性能を持つ施設ではない。100ｔ/日の清掃工場であれば、安定処理が可能な

下限値は 80ｔ/日程度となる。災害廃棄物及び広域支援の受入れ分を 15％としているため、平

時のごみは 85％程度となる。他に気をつけなくてはいけないことは、発電設備である。現工場は

発電設備がないが、発電設備がある場合、処理量が低下するとそれ以上に発電効率も低下す

る。したがって、施設規模を大きく設定しすぎると、結果的に発電効率が大きく低下することにな

るため、施設規模の設定は非常に難しい。 

燃やせるごみの量の将来推計値は、基準年度の平成 19 年度に対して目標年度の平成 36 年

度には約 50％削減するという目標を立てている。これは、他都市の削減率と比べて高い目標で

あると印象を持つが、施設規模の算定方法をみると、災害廃棄物及び広域支援の受入れ分を

15％と見込んでいて、ある意味で幅を持たせた計画になっている。今後、人口の増加やごみの

減量が進まないという状況が明らかになれば修正が必要になると思うが、とにかく一度設定をす

る。130ｔ/日の中には余裕分も含まれており、現時点では適正な計画だと思う。 
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（２） 環境保全対策（公害防止基準）＜第２回・第３回委員会＞ 

 

 

 

 

 

 

近年のごみ焼却施設では、排ガス中の有害物質による生活環境への影響をできる限り

低減するため、法令よりもさらに厳しい基準値を上乗せして設定することが多い。新清

掃工場においても設置予定地周辺の環境を考慮し、他事例の同規模の施設におけるトッ

プレベルの厳しい設計基準値について検討した。 

騒音、振動、悪臭の基準値は、各種法令及び条例により基準値が規制されている。設

置予定地の基準値は、用途地域に基づく法令基準値を基本とすることを検討した。 

なお、新清掃工場整備基本計画で設定する公害防止基準値は、生活環境影響調査の結

果を基に、必要に応じて見直しを行うことが妥当とした。 

 

表 １ 新清掃工場における排ガスの設計基準値 

 単位 設計基準値 〈参考〉法規制値等 

ばいじん g/m3N 0.005 以下 0.08 以下 

塩化水素（ＨＣｌ） ppm 10 以下 約 430 以下 

硫黄酸化物（ＳＯｘ） ppm 10 以下 約 890 以下 

窒素酸化物（ＮＯｘ） ppm 40 以下 250 以下 

ダイオキシン類 ng-TEQ/m3N 0.01 以下 1.0 以下 

水銀 mg/m3N 0.03 以下 0.03 以下 

※各値、酸素濃度 12％換算値とする。 

 

※詳細は、「資料編 検討資料-２ 環境保全対策（公害防止基準）」参照。 

 

【新清掃工場整備基本計画検討委員会における主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・排ガスの設計基準値は、関東区域（東京、埼玉、神奈川）における直近５年間に稼働

した焼却処理施設、またこれから稼働する焼却処理施設を対象とした新清掃工場と同

規模（100t/日以上～200t/日未満）の施設において、トップレベルの厳しい基準値を

目標として設定する。 

・騒音、振動、悪臭の基準値は、設置予定地の用途地域に基づく法令基準値を設定する。 

法律における規制基準は、排ガスの規制基準を守っていれば、環境基準も守れるという前提

で決める。法律における規制基準と今回の立川市の設計基準を比べると、極めて低い値になっ

ている。生活環境影響調査でシミュレーションをすると、問題ない結果が出ると思う。 

立川市内においても、準工業地域に後からマンションが建設されて工場稼働が非常に厳しく

なっているという事例もある。騒音、振動、悪臭含めてである。現在は国有地になっていると思う

が、設置予定地周辺の将来の住宅配置も十分に想定して配慮するべきだと思う。 

設置予定地周辺には様々な施設があるため、騒音、振動、悪臭の基準値は、用途地域に準

じるのではなく、周辺住民が不快な思いをしないということを基準にして欲しい。 

市として、排ガス濃度の測定など、しっかりとチェックもしてほしい。 
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（３） 煙突高さ＜第３回・第５回委員会＞ 

 

 

「排ガス拡散－生活環境への影響」、「景観や周辺住民への影響」、「コスト」及び「他

事例における煙突高さ」の観点から検討を行った。新清掃工場と同規模（100t/日以上

～200t/日未満）の他事例でも多くが 59m と設定していること、新清掃工場の排ガス設

計基準値を厳しく設定したことから生活環境への影響も十分に少なくなると判断した。 

なお、新清掃工場整備基本計画で設定する煙突高さは、生活環境影響調査における調

査・予測結果を基に必要に応じて、見直しを行うことが妥当とした。 

※詳細は、「資料編 検討資料-３ 煙突高さ」参照。 

 

【新清掃工場整備基本計画検討委員会における主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

煙突高さは、59ｍと設定する。 

煙突高さを 59ｍにするのであれば、ダウンドラフト現象に配慮して煙突高さが建物高さの 1.5

倍以上となるように、建物高さまで含めて検討していかなければならないのではないか。 

特殊な条件下では低くした事例がある。考え方としては、赤白に塗るなど景観への悪影響が

ないようにすること、かつ、なるべく高くするということで 59ｍが採用されている。50ｍにしたいと

いうことであれば、周辺環境への影響をシミュレーションで確認して問題がなければ可能だと思

う。 

59ｍでも影響がないというのであれば、例えば 50ｍなど、もう少し煙突を低くした場合のシミュ

レーションはできるのか。 

ダウンドラフト現象の図について、煙突高さが清掃工場の建物高さの 1.5～2.5 倍の場合は

影響が弱いと書いてあるが、影響なしを目指すべきではないか。 

生活環境影響調査は、清掃工場ができたときの影響をあらかじめ予測・評価をして、煙突の

高さが原因でダウンドラフト現象等が発生するようであれば、煙突高さを再検討する制度であ

る。したがって、生活環境影響調査のなかでダウンドラフト現象についても発生の有無を確認

する。 
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（４） ごみ処理方式＜第１回・第２回・第３回・第６回委員会＞ 

 

 

今日普及している燃やせるごみ等のごみ処理方式を特徴に応じて体系ごとに分類し、

ごみ処理方式毎に発生する副生成物の資源化まで含めて比較評価を行った。その結果、

ストーカ式焼却は、「現在最も多く採用されている方式であり、信頼性が高いこと」「ス

トーカ式焼却により発生する焼却灰等は、既存施設と同様に東京たま広域資源循環組合

のエコセメント化施設における全量資源化が見込めること」などの特徴を有しているこ

とを確認した。 

※詳細は、「資料編 検討資料-４ ごみ処理方式（ごみ処理方式の選定）」参照。 

 

【新清掃工場整備基本計画検討委員会における主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ処理方式は、ストーカ式焼却と設定する。 

焼却灰の処理については、全国的には最終処分場がないということで、溶融処理が主流とな

った時期もあったが、溶融後のスラグ等がリサイクルできない状況もでてきたことから、溶融から撤

退するケースもみられるようになってきた。そうすると、埋立処分かセメント化になるわけだが、日

本では最終処分場は無尽蔵にあるわけではない。その意味でセメント化は一つの選択肢である

が、セメント工場は全国のどこにでもあるわけではない。そのため、やむを得ず溶融処理を選択

する自治体もあるが、立川市の場合は東京たま広域資源循環組合のセメント化施設があるた

め、非常に恵まれている状況にある。技術提案依頼をした各プラントメーカは、ストーカ方式以外

の方式について、多摩地域はセメント化があるという状況を感じとってアンケートに回答しなかっ

たということも見受けられる。立川市として、ストーカ方式とセメント化を組み合わせた技術を選択

することは適切であると思う。 

ごみ処理方式について、スラグがあまり利用されていない傾向から、自然とエコセメント化となる

傾向にある。ただし、エコセメントは色々なところがお金を出して作っており、コストもかかるため、

焼却灰が少なくなるような施設を作るべきである。 
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（５） 環境学習機能＜第５回・第６回委員会＞ 

 

 

 

 

 

「清掃工場の役割及び仕組みを理解すること」「環境対策、地球環境保全、防災機能

などの付加価値を理解すること」「３Ｒの重要性を認識し、実践に繋げること」を環境

学習の目的として、環境学習機能に係る取り組み方針を検討した。 

また、できる限り多くの方に環境学習の場を提供するため、文化・言語・国籍の違い、

老若男女といった差異、障害・能力の如何を問わず、誰もが利用しやすいユニバーサル

デザインに配慮することを検討した。さらに、今後、多くの方が新清掃工場に訪れる契

機となるイベントの開催等の検討が必要なことを確認した。 

※詳細は、「資料編 検討資料-５ 環境学習機能」参照。 

 

【新清掃工場整備基本計画検討委員会における主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「清掃工場の役割及び仕組みに係る環境学習」「収集から最終処分にいたるまでのごみ

処理体制に係る環境学習」「清掃工場における環境配慮」を基本方針とした環境学習機

能とし、これらの取り組みがわかりやすい見学者ルートとする。 

・積極的に環境学習の場を提供するための工夫を検討する。 

環境学習について、立地条件を考慮すべきである。例えば、近くに公園があるが、それといか

に結びつけて考えるかということが重要である。清掃工場単体ではなく、周辺と連携した考え方が

必要である。 

小学校 4 年生に対しては自治会として出張講座を実施している。この講座では、子どもたちに

対して正しいごみの分別を指導している。ごみの減量につなげるとともに、ごみのポイ捨て等に対

する指導をしている。また、新しく整備される公園で小学生を対象とした親子環境学習を開催す

る予定である。公園での足湯の検討など、清掃工場単体ではなく、周辺と一体的な検討をお願

いしたいし、ここに清掃工場ができて良かったと思えるように私も努力していきたい。 

市民には日本人と外国人がいるが、言葉の分からない外国人はごみの分別も分からない可能

性が高い。その意味で、環境学習については外国人対応が必要である。また、目や耳が不自由

な方に対しては、文字または音による表現に配慮が必要である。文字でいえば、背景を黒地にし

たり、フォントを大きくしたりする。書いてある内容が同じであっても、その見やすさによって読解力

が大きく変わる。 

外国人への対応と障害者の方への対応を念頭に入れて検討していただきたい。 
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（６） 防災機能＜第５回・第６回委員会＞ 

 

 

 

 

大地震発生時にも倒壊・部分崩壊などの大きな損傷がなく、人命の安全確保に加えて

機能確保が図られるよう、建築物等の構造設計やプラント設備等の設計を行うことを検

討した。また、大規模災害時においても、滞りなくごみ処理が行えるよう、浸水対策、

停電対策、断水対策などの対策についても検討した。 

さらに、以下に示す「災害時の後方支援機能」について、今後関係機関と協議・検討

を重ねていく必要があることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※詳細は、「資料編 検討資料-６ 防災機能」参照。 

 

【新清掃工場整備基本計画検討委員会における主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新清掃工場の施設利用】 

・他の自治体などからの派遣職員の応援受け入れ拠点 

（食糧等の物資備蓄、会議室等における執務や宿泊） 

・新清掃工場内にある浴室・シャワーの開放 

・簡易トイレ等の備蓄 

・災害対策用飲料貯水槽の設置 

・電気自動車等の充電施設の設置 

 

【新清掃工場からのエネルギー供給】 

・周辺の公共施設等へのエネルギー（電力、熱）の供給 

大規模災害時にも機能が損なわれない施設及び地域の「防災拠点」としてエネルギー

供給等が行える施設として、復旧活動展開の基礎となる「災害時の後方支援機能」につ

いて、関係機関と協議・検討を重ねていく。 

災害時に必要になるのは、携帯電話やパソコン等の充電機器である。これらは電源が必要に

なるため、エネルギーの供給に関しては、通信インフラへの支援ということも含めて考えてほしい。 

新清掃工場設置予定地の周辺には、民間の老人ホームがたくさんある。災害時に新清掃工

場からそういった場所にもエネルギーを供給できればいいと思う。周辺の状況をよく調査して検討

するべきである。 

災害対策の本部機能を有する施設としては、市役所、区役所、消防・警察などとされている

が、立川市の場合はこれらの施設が一極集中してしまっている。そのため、分室や活動拠点とな

る施設ができれば良いと思う。 
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【新清掃工場整備基本計画検討委員会における主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この前の西砂の水害の際には、消防団として救助に行ったが、防災無線が使えない地域があ

った。防災課に調べてもらっているところだが、西砂地域の一部は電波が届いていない状況にあ

る。そのため、新清掃工場に無線の中継施設ができれば良いと思う。 

水害対策について、近年の地球温暖化など中長期的にみて計画降雨強度が上がったときに

流量と水位がどれだけ増すのか、河川管理者と意見交換しながら進めるべき。浸水水位以上に

主要な機能を有する機器等を配置すると書いてあるが、その余裕高をどの程度見込むのか、河

川管理者と情報共有しながら進めていくと良いと思う。 

新清掃工場の防災機能について、適切な名称付けが必要だと思う。東日本大震災や熊本地

震を踏まえて考えると、「後方支援」がキーワードになると思う。被災者に対して直接的に支援す

る避難所や公民館、市役所とは違った位置づけである。もちろん直接的な支援も必要だが、間

接的、後方的支援など、適切な名称を使用した方が良い。 

新清掃工場の周辺の地域の方へのサポートはあった方が良いが、それは災害時協定になると

思う。老人ホーム等とどのような協定を結ぶのかということがポイントになる。 

災害対応ではあらゆる可能性を考慮することが重要であり、新清掃工場が機能停止してしまっ

た場合のことも考えるべき。熊本地震（2016）では、清掃工場の全面復旧まで 1 ヶ月要している。

停止期間中の応急廃棄物対応策について、検討しておく必要があるだろう。新清掃工場が停止

してしまった期間の応急対応策を用意しておくべきである。 

防災機能について、大山小学校の近くの 2 号公園が間もなく完成する。2 号公園は避難所と

して利用される予定であると聞いており、そこに足湯があれば、災害があったときにそのお湯を使

うことができる。また、キャンプができるような機能もあると聞いており、この公園との連携についても

追加してほしい。 
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（７） 事業方式＜第５回・第６回委員会＞ 

 

 

事業方式について、実績、競争性の確保、民間事業者の創意工夫の発揮、法律や施策

等の変動への対応、財政支出の平準化及び経済性について比較評価を行った。 

公設民営方式（ＤＢＯ方式）は、公共が起債や交付金等により資金調達し、施設の建

設、運営業務を包括的に民間事業者に委託する方式で、近年のごみ処理施設で最も採用

されている事業方式である。従来の公設公営方式と同様に資金調達を自治体が行うこと

で低金利での資金調達が可能となる。一方で施設の建設、運営業務を包括的に民間事業

者に委託することで、従来の公設公営方式と比較して民間事業者の創意工夫を発揮する

ことが期待できることを確認した。 

※詳細は、「資料編 検討資料-７ 事業方式」参照。 

 

【新清掃工場整備基本計画検討委員会における主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業方式は、公設民営方式（ＤＢＯ方式）を採用する。 

東京 23 区は公設民営（DBO 方式）が一件もないことになっている。各事業方式の評価は、一

概にどの施設にも当てはまるというものではなく、施設ごとの条件によって変わってくる。東京 23

区であれば技術者が多いが、市町村になると、その自治体ごとに施設がある状況や、技術者が

少ない状況、25～30 年に一回の建設であるという背景があり、最近は公設民営（DBO 方式）が

多く採用されている。以前は、運営は公共がやっていたが、最近は民間がやっている。プラントメ

ーカが各工場のデータを集めて、それを反映することで安定的・効率的な運営になってきた。要

するに自治体ごとに置かれた条件によって考え方が変わってくるということである。 
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（８） 生活環境影響調査の調査・予測項目＜第２回委員会＞ 

 

 

 

 

環境アセスメント及び生活環境影響調査は、事業の内容を決めるに当たって、それが

環境にどのような影響を及ぼすかについて、あらかじめ事業者自らが調査・予測・評価

を行い、それらを踏まえて環境の保全の観点からよりよい事業計画を作り上げていこう

という制度である。 

東京都内では、国が定めた「環境影響評価法」に規定された制度、東京都が定めた「東

京都環境影響評価条例」に規定された制度の２種類の環境アセスメントがある。また、

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」による生活環境影響調査が規定されている。環

境アセスメントでは事業の種類に応じて対象となる要件が決められているが、立川市新

清掃工場（約 130t／日）の整備事業（以下「本事業」という。）は、環境アセスメント

の対象とはならない。一方、生活環境影響調査の対象となる。 

生活環境影響調査の調査・予測項目は、廃棄物処理施設生活環境影響調査指針に定め

られており、この指針に基づく調査・予測項目を採用することを検討した。加えて、他

事例を参考に本事業により生活環境に影響が生じる可能性があるものは極力調査・予測

項目とすることを検討した。 

※詳細は、「資料編 検討資料-８ 生活環境影響調査の調査・予測項目」参照。 

 

【新清掃工場整備基本計画検討委員会における主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活環境影響調査の調査・予測項目は、廃棄物処理施設生活環境影響調査指針や東京

都環境影響評価条例に基づく実施事例（ふじみ衛生組合事例）、生活環境影響調査実施事

例（武蔵野市事例）を参考に調査・予測項目を設定する。 

振動については工事中、稼働中共に配慮して頂きたい。過去に周辺でマンションが建設され

た時に、振動により保障問題や裁判問題になったことがある。工事中のトラックによる影響なども

考えられる。周りの状況も見てトラブルにならないように、工事中・稼働中共に慎重にやっていた

だきたい。 

環境とは異なる視点ではあるが、現状は頻繁に地震が発生している状況である。立川断層が

ないといった話も聞いているが、無条件で何事もしなくても済む状況であるのか。 
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（９） その他 

【新清掃工場整備基本計画検討委員会における主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民アンケートについて、賛成意見が 8 割であることが重要ではなく、反対意見が 1 割あるとい

うことが重要と考える。その 1 割に対して、何が反対なのかという項目を洗い出して、それぞれに

ついて新清掃工場ではこうだということを示す。単純に 8：1 だったら多数決で良いという方法をと

ってはいけない。あくまで、1 割の方々の疑問点を解消して、反対意見の割合を限りなくゼロに近

づけるような進め方をするべきである。 

プラスチックは、分別してリサイクルしている。しかし、費用がかかるのであれば焼却した方が良

いのではないか。 

焼却対象ごみを何日分ストックすることを考えているのか。これは防災にも関連する。ごみが入

ってこなければ清掃工場は停止する。面積の問題もあると思うが、この部分も検討する必要があ

ると思う。 

施設を何年使用するのかということも重要である。30 年なのか、50 年なのか、100 年なのか。今

若葉町に迷惑をかけてしまっているのは、30 年前に施設を建設するときに何も決めていなかった

から。施設の供用年数を想定しておかないと、結局、30 年前の繰り返しになってしまうのではない

か。新清掃工場の建て替えまでのイメージを共有しないといけないと思う。 

30 年後や 50 年後に同じ敷地内で建替えをするのであれば、立川市で完結するため問題ない

と思う。しかし、同じ敷地内で建替えができないときにどうするのか。違う敷地を探すのか。これに

ついては答えがないが、仮に私が市長であれば、工場を建替えるときは周辺の自治体に協力を

要請する。その代わり、ギブアンドテイクとして、反対の立場の時には協力することにする。このよう

に周辺の自治体のごみも受入れるのであれば、立川市の平時のごみと災害時のごみに加えて、

周辺自治体のごみの受入分も勘案する必要がある。前提として 1.3ha の土地で建替えが可能と

いうことであれば今の話は必要ないが、そうでなければ周辺自治体の受入分も見込むべきであ

る。 

新清掃工場の屋上の空きスペースは緑化を検討してほしい。 

事業継続計画の話で、大手のデータセンターでも時々コントロールできなくなることがある。そ

の一つの要因として、ノロウィルスでコントロール室に人が入れなくなることがある。人的に管理し

なければならないことがあると、人が入れなくなったときに困る。そのようなときでも排ガスについて

は、人を介さずにどのような気象条件でも適切に管理されていれば問題ない。 
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【新清掃工場整備基本計画検討委員会における主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 13 章の事業スケジュールについて、事業者選定の際に注意していただきたいことがある。新

清掃工場西側の都市計画道路を挟んだ向かいに刑務所が建設されることとなっているため、警

備の問題など安全対策もしっかりと行ってほしい。 

第 11 章の建築計画のなかで、将来における大規模改修工事への対応ということは非常に良

いと思うが、災害時の作業性の確保という意味で、例えば災害時の駐車場について追加しても

良いのではないか。 

防災機能については、新清掃工場だけの機能ではないと思う。新清掃工場へのアクセス道路

など、新清掃工場周辺施設についても防災機能に配慮することが重要であると思う。アクセス道

路が寸断されれば、ごみを搬入することもできなくなるため、どのように防災機能に配慮していく

のか、ぜひ検討していただきたい。 

新清掃工場自体が魅力のある、人が集まるような施設になってほしい。例えば、昭和記念公

園の近くなので屋上緑化する、花火大会の時は屋上を開放するなどが考えられる。「新清掃工

場」という名称も、魅力ある施設として検討の余地があると思う。いずれにしても、ごみ処理施設と

いうイメージを払拭するような施設になってほしい。 
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４． 先進施設の施設見学 

新清掃工場整備基本計画検討委員会は、より良い検討を行うため先進施設の施設見学を行った。

その概要は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第４回新清掃工場整備基本計画検討委員会（施設見学）の 

実施にあたって、委員長からふじみ衛生組合に挨拶を行った。 

・委員長から各委員に今回の視察で新しい清掃工場がどのよ 

うな施設であるかを各委員が実感し、今後の委員会で議論 

するための情報収集についての依頼があった。 

開催日時：平成 28年 7月 28日（木） 13：00～17：15 

施設見学場所：ふじみ衛生組合（クリーンプラザふじみ） 

施設見学日程：集合・出発  立川市役所（北側広場）         13:00 

 

到 着    ふじみ衛生組合（クリーンプラザふじみ） 14:00 

 

説明・DVD視聴   （約 1時間） 

施設見学・質疑応答（約 1時間） 

 

出 発    ふじみ衛生組合（クリーンプラザふじみ） 16:00 

 

到着・解散  立川市役所（北側広場）         17:15 

 

（１）委員長より挨拶 

・約 120 名収容できる見学者用説明室において、パワーポイントにより「新施設の機能」「処

理方式」「煙突の高さ」「事業方式」「環境学習機能」「防災」の 6つの視点を中心に、それぞ

れの項目が決定されていった経過や取り組み状況などについて説明があった。 

・三鷹市・調布市のごみの現状や「クリーンプラザふじみ」の施設概要や処理機能などについ

て、周辺住民が参加して作成した DVDの視聴を行った。 

 

（２）ふじみ衛生組合からの説明 
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・施設の設備ごとに説明員とともに施設内の見学を行った。 

・煙突の構造や発電に関する質問、ごみピット内の様子など、 

設備ごとに委員から質問が出され、説明員からの説明を受け 

情報収集などを行った。 

・プラットホームや煙突の内部、収集車の洗車場など、実際に 

使用している現場の状況の確認を行った。 

（３）「クリーンプラザふじみ」の施設内見学 

【質問】 

労働安全に対する特別な対策などを取っているのであれば、対策等を教えていただきたい。 

 

【ふじみ衛生組合からの回答】 

・労働安全委員会を設置していて、定期的にミーティングを行っている。年に 2回健康診断

を職員には受診してもらっている。 

・毎朝のミーティングを実施。指さし呼称を行っている。朝の体操、ヒヤリ・ハットの報告

を朝の引継ぎ時に行っている。安全活動（指さし呼称）を行っている。 

・中央操作室に「無事故・無災害記録」で表示しているが、平成 25 年 4 月に稼働してから

今のところ無事故・無災害できており、199,000時間ほど無事故無災害記録が続いている。

300,000 時間を目標にしている。 

（４）質疑応答で出された委員からの主な質問 
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検討資料-２ 環境保全対策（公害防止基準） 

（第 3 回委員会 資料-３） 
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環境保全対策（公害防止基準） 

 

１．排ガスの設計基準 

（１）基準を決める有害物質の種類 

ごみの焼却によって発生した排ガスには、ごみの成分に由来したばいじん、塩化水素、

（ＨＣｌ）、硫黄酸化物（ＳＯｘ）、窒素酸化物（ＮＯｘ）、ダイオキシン類、水銀といっ

た有害物質が含まれており、これらの有害物質については、法令により、その排出濃度

が規制されています。 

 それぞれの有害物質の概要と法令に定められた基準値を以下に示します。 

 

① ばいじん 

 ごみの焼却によって生じる煤（すす）、その他の粒子状物質で、大気汚染防止法の規制

対象となっています。基準値は、平成 10年 7月 1 日以降に新設された 1炉 24～96t/24h

の廃棄物焼却炉で 0.08 g/m3N以下となっています。 

 

② 塩化水素（ＨＣｌ） 

 ごみの中のプラスチック等に含まれる塩素分が燃焼することによって発生する物質で、

大気汚染防止法の規制対象となっています。基準値は、430 ppm以下となっています。 

 

③ 硫黄酸化物（ＳＯｘ） 

 ごみの中のゴム等に含まれる硫黄分が燃焼することによって発生する物質で、大気汚

染防止法の規制対象となっています。基準値は、約 2,050 ppm以下(※)となっています。 

 ※硫黄酸化物の基準値は地域や煙突の高さなどによって変わります。 

 

④ 窒素酸化物（ＮＯｘ） 

 ごみの中の生ごみ等に含まれる窒素及び大気中の窒素が燃焼することによって発生す

る物質で、大気汚染防止法の規制対象となっています。基準値は、平成 2 年 9 月 1 日以

降に新設された廃棄物焼却炉で 250 ppm以下となっています。 

 

⑤ダイオキシン類 

 ごみの燃焼によって発生する物質であり、ダイオキシン類対策特別措置法の規制対象

となっています。基準値は、平成 12 年 1 月 16 日以降に新設された 1 炉 24～96t/24h の

廃棄物焼却炉で 1.0 ng-TEQ/m3N以下となっています。 

第３回 新清掃工場整備基本計画検討委員会 

資料-３ 



2 

⑥水銀 

水銀が含まれる体温計等がごみに混入し、水銀が燃焼することによって発生します。

水銀の大気中への排出については、現在に至るまで、法令等で規制されていませんでし

たが、平成 25 年 10 月に「水銀に関する水俣条約」が採択されたことを受け、大気汚染

防止法において、新設で 0.03 mg/m3N以下、既設で 0.05 mg/m3N以下という新たな基準値

の設定を検討しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）他事例における排ガス設計基準 

排ガスの設計基準値については、法令による基準値を遵守した上で、近隣施設の他事

例における排ガス基準値等を参考に、設定を行っていきます。 

主な関東区域（東京、埼玉、神奈川）における、直近 5 年間に稼働した清掃工場（焼

却施設）、またこれから稼働する清掃工場（焼却施設）の排ガス基準値を表１に整理しま

した。 

 

【単位の説明】 

・m3N（ノルマルリュウベイ） 

気体は温度・圧力の変化によって体積が変化するため、数値を比較できるように、

0℃、1 気圧の状態（標準状態）に換算した値。1 m3N は標準状態に換算した 1 m3

のガス量を表す。 
 

・ppm（ピーピーエム） 

 100万分の 1。％（100分率）と同じように、100万分の 1を単位とする比率の概

念（100万分率）。 
 
・ng 

 10億分の 1グラム。 
 
・TEQ（毒性等量） 

 ダイオキシンには色々な種類があり、その毒性も異なることから、最も毒性が高

いダイオキシンの毒性を１として、他の異性体の毒性の強さを換算した係数を用

い、計測された量とダイオキシン類の毒性を換算した値。 
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 （３）排ガス基準値設定の考え方 

関東区域、特に東京都内では全国トップレベルの基準値が設定されています。本施設

の排ガス設計基準値についても、「新立川市清掃工場（仮称）の基本的な考え方」（p12）

を踏まえ、新清掃工場と同規模の 100t/日以上～200t/日未満においてトップレベルの厳

しい基準値を目標とし、検討を進めていきます。（表２参照）。 

なお、表２に示す設計基準値は、これから実施するメーカーへのアンケート調査等を

基に、必要に応じて見直しを行います。 

 

表２ 本施設における排ガスの設計基準値（案） 

 単位 設計基準値 

ばいじん g/m3N 0.005以下 

塩化水素（ＨＣｌ） ppm 10以下 

硫黄酸化物（ＳＯｘ） ppm 10以下 

窒素酸化物（ＮＯｘ） ppm 40以下 

ダイオキシン類 ng-TEQ/m3N 0.01以下 

水銀 mg/m3N 0.03以下 

 

２．騒音基準 

騒音とは、人に不快な感じを与える音のことで、清掃工場では空気を圧縮する機械（空

気圧縮機）や風を送り込むための機械（送風機）、粗大ごみを破砕する機械（破砕機）等

が稼働することにより発生することが考えられます。 

本市では、「騒音規制法」及び「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」（以

下「都条例」という。）に基づき、騒音の防止に関する規制を行っており、規制基準値は、

土地利用条件等を定めた用途地域に基づいて設定します。 

また、参考として、騒音の目安を図１に示します。 

 

     ※資料：「「騒音の目安」作成調査結果について」（平成 21年 騒音調査小委員会）を加工。 

図１ 騒音の目安 

航空機の機内

在来鉄道の車内

博物館の館内

役場の窓口周辺

単位：デシベル
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３．振動基準 

振動とは、人に不快な感じを与える揺れのことで、清掃工場では空気を圧縮する機械（空

気圧縮機）や風を送り込むための機械（送風機）、粗大ごみを破砕する機械（破砕機）等

が稼働することにより発生することが考えられます。 

本市では、「振動規制法」及び「都条例」に基づき、振動の防止に関する規制を行って

おり、規制基準値は、土地利用条件等を定めた用途地域に基づいて設定することとします。 

また、参考として、振動の目安を図２に示します。 

 

     ※資料：「よくわかる建設作業振動防止の手引き」（環境省）及び「建設作業振動対策の手引き」 

（平成 24年 環境省）を加工。 

図２ 振動の目安 

 

４．悪臭基準 

悪臭とは、不快な「におい」の総称のことで、清掃工場から発生する主な「におい」の

原因としては、ごみを焼却した時の排ガスや施設内のごみそのものの貯留によることが考

えられます。 

本市では、「悪臭防止法」及び「都条例」に基づき、悪臭の防止に関する規制を行って

おり、規制基準値は、土地利用条件等を定めた用途地域に基づいて設定することとします。 

 

 

単位：デシベル

震度３ 弱震

震度４ 中震

震度２ 軽震

震度１ 微震

震度０ 無感

人が感じはじめる目安
55デシベル





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討資料-３  煙突高さ 

（第５回委員会 資料-３） 
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参考資料として、煙突高さを59mとした場合の生活環境への影響を、他事例の生活環境

影響調査結果を基に整理しました。 

【参考資料 生活環境への影響】 

新清掃工場と同規模施設の新武蔵野クリーンセンターにおける、生活環境影響調査時の

排ガス自主規制値と排ガス影響の予測結果を表１及び表２に示します。 
 

新武蔵野クリーンセンター（仮称） 生活環境影響調査書 概要版 参照 

処理方式：ストーカ方式   施設規模：120ｔ/日   煙突高さ：59ｍ 
 

表１ 生活環境影響調査における排ガス自主規制値 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

表２ 施設の稼働による大気質濃度の予測結果<長期平均濃度> 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※①バックグラウンド濃度：施設が整備される前（現状）の値。 

※②本施設による付加濃度：施設を整備した場合に、バックグラウンド濃度に付加される最大濃度。 

※③将来濃度：施設を整備した場合の最大濃度。バックグラウンド濃度と付加濃度の合計値。 

※④付加率：将来濃度に対する付加濃度の割合。 

※環境保全目標：人の健康の保護及び生活環境の保全のうえで維持されることが望ましいとされる国の環境基準に基づ 

いた生活環境の保全上の目標 

※年平均値：測定結果の 1年間の平均値。1年間に測定された欠測を除くすべての１時間値を合計した数値を、その年度 

の測定時間数で割り算して、最小単位（0.001ppm等）未満を四捨五入して得られる算術平均値。 

※日平均値：測定結果の 1日間の平均値。1日間に測定された欠測を除くすべての１時間値を合計した数値を、その 1日 

の測定時間数で割り算して、最小単位（0.001ppm等）未満を四捨五入して得られる算術平均値。 

※塩化水素の環境保全目標（環境基準等）は、参考として環境庁大気保全局長通達（ 昭和 52 年 6 月 16 日環大規第 136号） 

で示されている目標環境濃度 0.02ppmとしている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図４ 排ガスの拡散について（イメージ図） 

煙

突

③将来濃度

● 自主規制値

環境保全目標
②付加濃度
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検討資料-４  ごみ処理方式（ごみ処理方式の選定） 

（第６回委員会 資料-５） 











4











 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討資料-５ 環境学習機能 

（第６回委員会 資料-３） 





















 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討資料-６ 防災機能 

（第６回委員会 資料-２） 
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検討資料-７ 事業方式 

（第６回委員会 資料-４） 
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検討資料-８  生活環境影響調査の調査・予測項目 

（第２回委員会 資料-３） 
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